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Informatization of the United Kingdom from citizen viewpoint
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【要　約】本研究ではイギリスの情報化の実態について、市民視点からの比較・検討を行う。具体的
















































は、2011 年 9 月から 2012 年 8 月までである。2012 年はロンドン・オリンピック（2012 年）、





mere Port、Glasgow、Greenwich、Hamilton Square、Hull、Isle of Man、Lancaster、
Leeds、 Leicester、Leyland、Liverpool、London、Manchester、New Brighton、New-
castle、Norwich、Nottingham、Stafford、Sheffields、St Helens、Southampton、Port 








3. 1. 1 　インターネット環境
屋外でのインターネット環境　イギリス国内のインターネット環境は先進国のレベルにある。
ロンドンをはじめとする都市部では大手通信会社の BT や O2 によるフリー WiFi 接続環境が
整備されている。また、2012 年のロンドン・オリンピックに合わせて、Virgin Media 社など
によるロンドン地下鉄での WiFi スポットの整備が進められている。電話会社との契約があれ
ばさらに街中で利用できる WiFi 環境が広がるため、日常の利用で不自由することは少ない。
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X Factor　ITV 制作によるコンペティション形式の音楽番組である。視聴率が 60% を超え
たこともある人気番組である。この番組の優勝者は音楽業界で大きく取り上げられている。
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通の話題となっている。
Great British Railway Journeys　BBC 制作のドキュメンタリー番組である。170 年前の
鉄道旅行のガイドブックに書かれた駅ごとの文化、産業などで見るべきとされた地域を現代の
鉄道で訪れるもので、老若男女を問わず人気がある。2010 年から放送が始まり、現在は 5 シー





てかなり低い。CD はアルバムで 1,000 円程度、DVD は１作品 2,000 円程度で販売されており、
さらに、2 枚買うと 1 枚無料で入手できるというように、広まりやすい状況になっている。先
に挙げたドラマやドキュメンタリー番組などのコンプリートボックスも 2,000 円から 3,000 円
程度（さらにシリーズが進むと全シリーズで同程度の価格に値下がりする）で購入できるため、
気軽に入手できる（ただし、PAL 方式であるため、日本での視聴には PC が必要）。











3. 1. 4 　配送システム
　Amazon ような通信販売を利用した場合の配送は日本に比べてサービス水準が低いと思わ
れた。配送は Royal  Mail が中心であるが、平日のみの配送であり、不在時に自動的に再度配
送するサービスはない。不在通知票に記載されている郵便局に受け取りに行く場合は無料であ
るが、基本的に平日の扱いのみである。また、近隣の郵便局に転送を依頼できるが有料である










































図 4: ゴミ箱のグッズ 図 5: 監視カメラの設置を伝えるサイン
3. 2 　大学関係者の視点
3. 2. 1 　大学のネットワーク環境
　受け入れ先の The University of Liverpool では、配布された ID とパスワードで敷地内のど
こからでも WiFi 環境が利用できる。大学のウェブサイトからポータルサイト（図 6）にログ
インすることで図書館サービスやワークショップへの参加や教員へのアポイントメントなどが










3. 2. 2 　図書館
　図書館は平日 24 時間自由に利用でき、土日も 21 時まで開館していた。図書館への飲食物
の持ち込みは可能となっており、1 階にはコーヒーショップが入っている。入館管理は入り口
でのカードでの認証によって行われており、部外者が入館できないようになっている。蔵書の
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3. 2. 3 　大学の授業環境
　大学の授業は 9 時から 17 時まで 1 時間単位で休み時間なく実施される。ただし、昼食の時
間帯（12 時から 14 時）は Academic Writing や Oral Presentation などの授業が配置されて
























相互リンクが張られているだけでなく、Facebook や Twitter などのソーシャルメディアも積









図 7: Liverpool の美術館サイト 図 8: York の観光サイト
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図 9: パディントン駅のファーストクラスラウンジ












3. 3. 4 　博物館
　博物館の ICT 利用としては、Twitter、Facebook、ﬂickr、Google+ など様々なものを取り
入れている（図 11）。日本ではゆるキャラによるブログや Twitter などの成功例があるが、発
信する媒体を限定しているのが一般である。他方、イギリスの博物館の情報発信はより多くの
受け手を獲得するために発信する媒体を広げている。この傾向は、国家戦略［3］にも含まれて
おり、公的なドキュメントの発信方法も PDF、DOC のみならず、ODT も標準で用意されて
いる。さらに、ファイル形式の要望に応じて変換して送付する体制をとっている。




























































ることや ICT 環境の整備をさらに進め、迅速な ICT 活用環境の開発、そして、個人の行動情
報をセキュアに管理しつつ、民間企業や公的団体による活用を進めるとしている。これらの計
画は 6 ヶ月、12 ヶ月、24 ヶ月の達成予定期間が細かに設定されており、確実な実施を目指し
ていると思われる。計画を広く公開している点は Arnstein の Informing の段階や Anttiroiko 
の Institutions を完了した状況と言える。しかしながら、民間企業など他の組織との関わりは





が、社会全体が成熟したことによる Delegated Power（Arnstein の上位２階層目）とする見
方もできる。この状況はイギリスでの地域振興が政府主導だけではなく、商工会議所や大手企
業のグループによって行われていることからも伺える。
　この点は、Arnstein が主張する最高位の Citizen Control とは異なるが、地域経営の役割分
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